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1.はじめに
r人口の定着』は昭和 30年以降の日本の地時十画の重要左課題であb続けたが，その解決が十分K左されたと
は言い難¥1>0 ~年 10 月の全総では拠点開発方式を手段とし.w所得格差の是正』と並んで『過疎過密の解消』を
課題とした。拠点開発方式の具体化が新産・工特地区であるが，結論的K言えば，工業化の面では相当の効果を
あげた地区がみられるが，人口の定着K必ずしも結びつか在<.人口K関しては目標を下回わるケースが多かっ
た?必年の新全総では，ネットワーク整備と大規模プロジェクトの実施Kよって地方圏附ける人口の定着を
意図している。しかし，現実の動きは東京を頂点とするヒエラルキー構造がよ b強化される方向K推移した。即
ち，人口移動の流れ(転出と転入の大小比較Kよる)は，地方圏から大都市圏への流れと同時f'C.県内各地から県
庁所在都市への流れが存在するとhう階層的構造を在しいる。そして 52年 1月の三全総では定住圏構想が登場
した。しかし，どのようK定住圏を実現させてい〈のか，は必ずしも明確では在い。何らかの定住闘が設定されで
も『定住の実現~.即ち w 人口の定着』の可能性には必然的K差異がみられよう。産業をはじめとする地域の
基盤条件ゃ政策がどのよう左場合にその可能性が高いのか，究明する必要がある。宮た，逆説的K言えば，定住
圏を形成していく可能性が高まるよう在基盤条件を擁するように圏域の設定が為されるべきであろう。
従来の調査，研究では地域介析の単位として，プロック，都道府県，都市を単位とした例が多hp階層的構造
を適確Kとらえるためや，定住圏のようK都市とその周辺部を含んだエリアでの分析のために都道府県と市町村
の中間K位置するスクーノレの分析単位の設定が必要と在る。従って，本論の目的は第 1f'C都道府県と市町村の中
島守のスクーノレでみた場合の現況を把握するとと，第2f'C産業構造と人口増減の因果関係を明らかKするとと，第
3f'C短期的予測を行左うとと，第4f'C定住圏が形成され<¥1><プロセスK骨ける阻害要因や制約書V件の検討左ど
を行左い，広域圏@という地域単位での分析K関しての基醐甘情報を得るととである。
2 分析の方法
本論では北海道，東北7県(新潟県を含む).関東(1都6県)を対象範囲とし 134の広域圏K分割してデー
タ集計，分析上の単位とした。北海道，東北，北関東でけ広域圏は広域市町村圏と合致する。南関東では広域市
町村圏は一部の地域で設定されているのみで，ととでいう広域圏は分析上のゾーン区分といえる。東京周辺は広
域圏というzクールは不適当在面もあるが，大都市地域との対比のためK対象範囲K加えた。使用データは主K
昭和35年.40年.45年.50年の国勢調査である。方法廿，産業別人口比率在ど個別指標の推移から現況把握を
行在¥1>.次K主成分分析を併用したクラスタ一分析により. 134広域圏を 5グループK類型化した。各グループ
の特性を明らかKするとともに，重判別分析Kよって類型化結果の妥当性を検証した。次の段階では重回帰分析
により，人口増加率，若年人口残存率と産業別人口比率の関係を考察した。短期予測では重回帰モデルKより，
昭和53年度第四回日本都市計画学会学術研究発費金 一337
図ー l 就業者増減パターン
50年の産業別人口比率から人口増加率(50-55 &j寺を推
定している。以下，主要指標である若年人口残存率と産
業別就業機会寄与率の定義を示す。
A (i)=A(il/ B(包)*1 00 
A (i): i広域圏の若年人口残存率
A(i) : i広域圏のS5 0年の15-29才人口
B(i) :包広域圏のS3 5年の0-14才人口
s (九 i)=X( i.i) /2!iTl<l 0 0ただは(i.i)>0 
S(包.il =0 先だしX(i.i)話。
Z(i) =宜古 +Y(~)
Z(il =Y(~) 
均ぞし引の'>0
克だしT(i迄O
S(色.il
X(えil
Z(il 
Y(i) 
τ\~l 
~広域圏の j 産業の就業機会寄与率
: i広域圏のj産業の増減数
i広域圏の就業機会充足数
~広域圏の就業者減少産業の減少数の和
: i広域圏の総就業者の増減数
3. 個別指標てみた広域圏の現況
産業別人口比率と若年人口残存率を中心K関東以北の広
域圏の現況を考察する。 35年以降の就業者総数α説書パタ
-yは.30年代後半.40年代前半.40年代後半の増減率から5通 tf'1:分けられる。図 1は134広域圏の地域的分
析を示したものである。ただし，東京都区音Eは+ ーである唯一の例であるが，パターン皿(++ー)忙加えて
ある。パターン 1(就業者が一貫して増加)は34圏あって，東京都区部周辺に多(.東北以北では県庁所在都
市のある広域圏やそれK匹敵する広域圏K限定される。パターンr(40年代は増加)は8圏と少在(.伊豆小笠
原圏や学園都市の筑波圏を除〈と，既存の都市集積は小さいが工業化の著しい広域函である。パターン皿(4 0 
年代後半のみ減少)は28圏であるが比較的古〈からの工業都市を含んだ広域圏が多く.48年の石油危機以降の
低迷がうかがえる。パターンIV(40年代前半のみ増加)は最も多(50圏もある。その多〈は農業地帯に含まれ，
高度経済成長のピ タKあたる 40年代前半Kは工場の進出やベピ ブームの世代の就職Vてよ b就業者総数の増
加があったと考えられる。パターンWを示す広場掴の多〈は工業の就業機会寄与率が高い。就業機会寄与率はそ
の定義から就業者総数の増加率が負の場合tては，減少産業の減少数の和(大部分は農業人口の減少分)f'1:規定さ
れてhる。工業の就業機会寄与率が高hととは，就業機会の確保の面で工業のウェイトが大昔いととを意味する
が，在告かつ就業者総数で減少左のは，①工業化が未だ不十分であら②工業化は進行しているが，商業在ど三次
産業の集積K結びついてhまい， との解釈ができる。パターンV(35年以降，一貫して就業者が減少)は遠隔地
Kみられ， 16広域圏が該当する。産炭地，山間部，交通の不便在地域K分布し，いわゆる典型的左過疎地域がバ
タース Vを示す。地域振興の必要性はパタ ンWやパターンVを示す地域で高いが， 邑標達成の可能性(換言す
れば，成長可能性)は概して低(，必要性と可能性をどとでパランスさせるかが，地域政策の重要左キ ・ポイ
ントと在る。次に産業別人口比率の推移から産業構造の変化をみてみる?表1より全国でみると，農業が30.0骨
→22.8十吐7.9十歩12.6%と急速K低下してhる。工業は 45年までは増加しているが50年には減速経済と公害等
Kより環境面での立地難が背景とまって減少している。そして商業，サーピス業在ど三次産業が一貫してそのジ
ェア を拡大している。広域圏Jj!Jf'1:みれば，農業人口比率40%以上の広域圏の数は89→69→47→17と推移し
ている。 50年時点tて長いて 30%(35年の全国の農業人口比率K合致する)以上は50圏も存在している。とれらの
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図-2 工業人口比率と商業人口比率の推移
E S35"主手
業 30.0:;' 
寸 1.0 
」立
1.2 
6.1 
21.9 
J l ，..，~ 15.8 
九・占 ~I 1.8 
5". 1 
0.5 
Llム豆
3.0 
表ーl 全国の産業構
成変化
昭和53年度第13回日本都市計画学会学楠研究費裏金 一339
農業地帯と位置づけられる広域圏は，東北地方中央部K連担して軒丸米作K特化している。工業と商業の関係を
示したのが図2である。 4日年や45年K工業人口比率が高い広域圏ではその後，同比率は低下して商業人口比率
が高〈左っている。工業人口比率地←貫して高まっているのは，もともと同比率が低い広域圏K限定される。県
庁所在都市やそれK準ずる都市を含む広域圏では工業人口比率が低〈ても商業人口比率が高まってhる。 35物亡
工業人口比率，商業人口比率ともK全国水準と比較して低い広域圏は就業者総数が減少している例も多<.商業
人口が高まってhるが，商業人口の増加数そのものは小さく(広域圏によっては減少すらしている)同比率の高
まりが就業機会の確保という面からみて三次産業の集積の集積が進んでいる， と言い難い一面をみせている。
4 クラスター分析の結集
50年時点のデータ及び昨-50年の変化を示すデー久合計53変数@を用いて主成分分析鯛のクラスタ
一分析Kかけた結果が図 3である。第1成分は都市化度と解釈でき.70%強の説明力をもち，都市化度はグルプ
1 .グルプ2.と順次高〈在る。グル プ1は59圏あって北海道，東北地方K多<.農業人口比率が高<.工業と
商業人口比率が低<.農業地帯と位置づけられる。グル プ2は農業人口比率が2番目K高いがa 工業人口比率
も2番目K高い。鹿島圏，郡山圏，仙南固といった工業化の顕著左広域圏や，太田園，足利圏，富岡圏， 目立圏
釜石圏在と百〈からの工業都市を含んだ広域圏が多〈みられる。グループ3は特異在分布を示している。水戸圏
図-3 タラスター分析の結果
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表-2 若年人口残存率
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E 佐倉圏，上尾圏在ど比較的都市化された広域圏も属して
いる。とのグループは農業人口比率と工業人口比率がほ
ぼ等しい杭産業面だけでは十分K説明ができに〈い。
グループ 4は都市化度が2番目K高いと考えられ，工業
と商業ともK農業を上回わってhる。北海道，東北では
県庁所在替市や人口:規模20-30万人級の都市を含んだ
広域圏が多<.関東では，高崎圏，小山圏，木更津圏，
小田原圏在どが属する。グループ5は都市化が最も進行
した地域であり，農業人口比率が低<.金融等人口比率
が高い。図3から東京圏を定義するとともできょう。宇
都宮圏，前橋圏，仙台圏，北海道の札幌圏在ど4広域圏
もグル プ5K:属している。若年人口残存率と類型化結
果との関係を示すのが表2である。全国の残存率(即ち
生存率)は98.1%である。グノレ プ1では59圏のうち必
圏が残存率60冊未満である。グループ2では最多頻度は
60-80唖である。グループ3は特異左バラツキを示す。
グループ4は最多頻度は80-90掃である。そしてグルー
プ5では.16圏のうち 11が120冊以上であ!J.就職，進
学左どの要因Kより若年人口が流入しているととを示す。
IGP，5 グループ 1では残存率が50唖未満の例も多<.人口¢年
令構成K大き在歪みを作hだしている。1 1 
2 
。
5. 重半l別分析の結果
主成分分析併用のクラスタ一分析の類型化結果の妥当
性を検証するために重判JIj分析⑦をした。主成分分析K
使用された変数は日個であり，生活環境関係の変数も含
まれてhるが，重判JI分析陀は産業別の影響力の比較の
[GP.l GP.2 G'P.3 GP.4 [GP.5 全体 入
金融専比率 1.4 1.7 2.2 2.5 4.4 2.1 0.295 一+ ー+ 
且エ主重量
比率 14.3 16.7 17.3 20.7 23.3 17.0 0.234 一 ー+ + 
比比主奪 14.2 23.6 21.9 
21.9 24.0 1 q. 1 0.172 ー ー 一 ー
農業 3'2.6 25.1 2¥.1 16.1 5.6 24.5" 0.166 一 ー 一 一
Z婁世..比率 9.9 8.2 守.1 守.0 10.2 Q.4 0.156 ー+ ー+ 
水産業比章 2.0 1.6 3.0 1.5 0.7 1.5 0.150 ー ー ー 一
司Uft専比李 4.7 4..9 5.6 6.6 7.5 5.4 0.144 一 ー+ 
表-3 グルー プJlIJ平均と重判別分祈
「ー 聞ー
ためK産業別人口比率のみを用いた。 Wilson のλの GP.l GP.2 [G1'.3 GP.4 ur.5 
大きい順K変数を整理した (Aの小吉在産業は除外)の
が表3である。表3VLはグJv-プ平均， WilsonのA，判別
関数の係数の符号を掲げた。』が大きいほど，判jJlJVL効
いている。金融等人口比率(金融保険業と不動産業)が
判別K最も効いて骨T，以下，商業，工業，農業のl願と
GP.l 
GP.2 
GP.3 
GP.4 
GP.5 
全体
5守
28 
14 
17 
16 
134 
4B 4 6 O 
4 15 9 。o 
5 4 3 
O 4 2 10 
o o o g I I I 
全体の通中傘=65.6ì~
在っている。表4はクラスタ一分析Kよる類型化結果 表-4 重判別分析の適中率
(縦)と判別関数Kよる推計グループ(検)のマトリック1である。全体の適中率は65%強であり，グループ数が
5個Kしては良好である。グループ 1， グループ4，グループ5では適中率が良いのK対して，グループ3出直中
率が悪<，前述したようK産業だけで説明しきれ左hととを示唆している。
6.重回帰分析の結果
産業別人口比率をZ蛇変数とし，人口増加率，若年人口残存率を従属変数として 4ケ-;;<.の重回帰分析をした。
クース1は35年の産業別人口比率で人口増加率(35-40年)を，ク-;<.2は40年の産業別人口比率で人口増加
率(40-45年)を，ク ス3では45年の産業別人工比率から人口増加率(45-50年)をそれぞれ説明する己と
を試みた。またク-;<.4では35年の産業別人口から若年人口残存率を説明しようとした。ステッフワイズ方式K
より，逐次変数の追加を行在った。単相関係数及び標準偏回帰係数から判断して，金融等人口比率の説明力がす
べてのク-;;<.VLついて最も大量h。金融等人口比率の高い広域圏は中心都市の市制断ラ年の早い広域固と東京都
区部の通勤圏にある。東京周辺を除〈と歴史的拠点性をもった都市の存在が人口変動(成長)VL決定的在役割を
果しているといえよう。次いで工業人口比率が説明力をもっ。とりわけク-;<.4は従属変数が若年人口残存率で
あり， 35年時点の産業別人口構成で， 15年後を説明するととを試みて;J:，-T， 35年時点での工業集積が金融等人口
比率で代表される中枢管理機能の集積K次いで影響力をもっととは，工業化の必要性を示唆している。何故在ら
金融等の中枢管理機能の集積は地方圏では県庁都市やそれK準ずる人口規模の都市③を含んだ広域圏K限定され
て軒丸その他の広域圏K告いては，工業集積がある一定水準K到達するととが，三次産業の集積が拡大してい
く必要条件と考えられる。換言すれば，前者の広域圏と後者の広域賓とのギャップは大きし後者が中枢管理機
キ置L嵐事と*ぇ→ 人口増加牢(3与40人口i首相幸(40-45'人口増加筆Wi-50若耳人日発存牽
積立愛紋+ r β r β r β r β 
農業 tl:;幸 -0. !f69 0.130 -0.388 0.¥34 -0.441 0.162 -0.4Q5 0.2守7
工業 比率 0.603 0.407 0.534 0.28¥ 0.584 0.37守 os87 0.424 
商業 比率 0.580 ー 0.485 0.416 -0.179 0.4Q3 -0.324 0.606 -0.3¥8 
金融専比率 0.747 0.640 0.6伺 0.874 0.686 O.Q31 0.763 0.879 
サー ビ1ス業比率 。ι27 0.282 o.on -0.200 0.272 ー0.051 0.570 0.IQ7 
童相関係数 R=0.833 R=口汀32 R=O.784 R= 0.832. 
戸 va.lue 下=58.22 戸=29.57 1'= 40.85 F= 57.'36 
表-5 重回帰分析の結果 r:単相関係故 fヨ:標準備回帰係数
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古E⑪が乏しいというハンディを克服して，自己完結性の高い定住圏を形成していくととは容易では左い。サーピ
ス業人口比率は全国でみると 11.8φ→13.0骨→14.6φ→16.5%と推移して， 50年tては工業L商業K次ぐ産業K在っ
た。向比率が高いのは大都市地域と都市化の遅れた観光地(人口 1万人当り観光旅館数が大きい)を含んだ広域
圏であるため，人口変動K対する説明力は小古〈在っている。
7. 短期予測の結果
重回帰分析のクース 3で得られた重回帰式の回帰係数を固定したまま 50年の産業別人口比率を外そうとして
人口増加率(50-55年)を予測した結果が表6である。
表6で社減は人口増加率はプラスであるが全国値を下回
り社会滅①であるととを意味する。また，斜上段は同じ
区分で人口増加率が低〈在ったとと，斜下段は逆K高〈
在っているととを表わす。社会増の広域圏が37園地ら52
圏K増加している。伶方，激減，減少，社滅の3区分で
合計36圏が増加率が低減する。この推計は50年値の外
そうKすぎ在<，人口の年令構成や県内 V ェ7ーの推移
を組み入れて改良する必要がある。しかし社会増の広
域圏が15圏増える一方で，人口増加率の低減する広域圏
が相当あるというととは，県内格差が拡大して¥r;<とと
15 
???
12 I 46 
を示しているとみるととができる。 表-6 短期予測の結果
8 まとめ
人口増加率，若年人口残存率都市化度，所得は互に強い正の相闘があTGあり，金融等人口比率で代替され
る中枢管理機能(拠点性)の説明力が大きい。拠点性が弱い広域圏では工業化の影響力が強いが，人口集積，三次
産業の集積K結びついていくためKは工業化の熟度が一定の水準K到達する必要がある。即ち，農業人口の減少
が著しい段階では工業化が進行しても就業者総数ベースでみると良〈ても農業人口の減少分をカパ するのがや
っとという状態であって，人口集積や三次産業の集積K結びつきIL< < ，農業人口がある存度落ちついた段階で
他広域圏への流出労働力の吸収K工業化の効果が及んで人口集積や三次産業集積の拡大へと向うと考えられる。
工業化の熟度が一定の水準の水準K達した段階は農業人口の変動が落ちつく段階と考えられる。拠点性の弱い広
域圏の多くは農業地帯と位置づけられ，農業の後退をできる限b抑制して，農業の再生と並行して地域特性を生
かした工業の立地を図ってい〈ととが重要である。長わ TIL今後の課題として分析単位③そのものの検討，地域
援輿政策の効果の計測，広域園間相互の影響力の分析，予測方法の改善等があげられよう。
註・文献等③昭和52年度都市計画学会学術研究発表論文集の筆者の『新産・工特地区1L:l>>ける行政投資とそ
の効果Kついて~ (P.P. 115 - 120 )を参照されたい。⑥データ集計の繁雑さの他，市では緋計値があっても町
村Kついては得られ在い項目が少在〈まいととも理由であろう。 ew地方都市圏振興整備可能性調査報告書I~ 
(地域公団)が 53 年 3 月 K刊行された。③『地域学研究8 巻~ (地域学会)の筆者の論文K詳細K現況彼Eべて
ある。 053変数名，因子負荷量左どは@のP.P.25 -46 ILグノレ プ特性の詳細とともK記されている。⑦クラ
ヌタ一分析ではサンプノレの所属が未知で品 t，重判別分析では既知である。@具体的には旭J11.八戸，郡山左ど。
⑥人口当 b卸売販売額が金融等人口比率と類似した分布を示す。①厳密Kは年令構成の差異によ b自然措加率V亡
地域差が生じ， とれとの比較で社会増，社会減が判断されるべきであろう。①紙面の関係で相関係樹ラ列は割愛
した。@広域市町村圏(自治省)，地方生活圏(建設省)の他，通産省の工業ポテンシャノレ圏がある。在品、，地
方生活圏は広域市町村圏が単独在hし複数で構成される。広域市町村圏は44年度から 47年度に全国で329圏設
定されているが，東京，大阪在どの大都市地域と地方圏でも一部地域では設定されてい左い。
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